


















































































経済成長理論モデル（その第 2 節：pp.173 － 174）は次のようなものである。上述のように典
型的な新古典派経済成長理論である周知のソロー－スワン型経済成長モデルを応用して、受入
国内長期居住者労働力 1 単位当りの資本ストック量（= 資本・国内長期労働力比）をk と表し、






　（2.1）　　dk/dt = f（k , m）－ w m m － c －ν k ,where ν = δ + νN + νL：const.>0.
　ただし、ここでは t を時間変数とし、dk/dt をその時間微分と定義している。また、その f
（k,m）は 3 変数を 2 変数に簡略表示した新古典派的生産関数であり、規模に関する収穫不変の
性質（=1 次同次性）と微係数条件：∂ f/ ∂ k>0、∂ 2f/ ∂ k 2<0 および、∂ f/ ∂ m>0、∂ 2f/ ∂











　また、パラメータをまとめてν≡δ + νN + νL としてあり、δ >0 は所与の資本減耗率を表
していて、一方、技術進歩は労働力について中立的な形式のものが想定されている。受入国
内長期居住者労働力の効率単位の時間成長率がνL で与えられ、受入国内長期居住者（労働力）
の効率（単位で測られた）労働力の成長率はνN + νL で外生的に与えられているものと想定さ
れている（これを「労働増大的技術進歩」とも言う：武野 ･ 山崎［1977,p.128］）。







　（2.2）　　c =（1 － s）｛ f（k ,m）－ w mm｝, s=const.>0.
　（2.3）　　m = m（k）, 0 = m（0）, dm/dk>0, d 2m/dk 2>0, and, dm/dk ↓ 0
　　　　　when k ↓ 0, and, dm/dk ↑∞ when k ↑∞ .
　（2.4）　　　s･df/dk> ν , when k=k **>0：the level of equilibrium point.
　鈴木［1997,pp.158 － 176］の第 4 節（：pp.165 － 169）では、受入国内長期居住者労働力 1







　（2.5）　　u = u（c）, 0=u（0）, du/dc>0, d 2u/du 2<0.
　（2.6）　　maximize ∫ 0




　（2.7）　　∂ H/ ∂ c = du/dc －λ >0, ∂2H/ ∂ c 2 = d 2u/du 2<0.
　（2.8）　　d λ /dt = r λ－∂ H/ ∂ k =｛r －（df/dk － w mdm/dk －ν）｝･ λ .
　（2.9）　　｛ k λ e －rt｝↓ 0 and ｛λ e － rt｝↓ 0 when t ↑∞ .
　当該の動学的最適化のためのこれら 3 つの必要条件をまとめれば、次のように出来る。ただ
し、記号法として u' ≡ du/dc かつ u" ≡ d2u/du2 等を用いる。






























　（3.1）　　dm/dt = μ（k,m , f , y m）
　この式の右辺の関数で、どちらかと言えば、k と f は短期的移民労働力に対する受入国側あ



































　その国際経済システムは主として（2.1）と（3.1）で構成されているが、w m と y m がそのシ
ステム内でどのように運行するかは論理的にはっきりしていない。それゆえ、モデルの想定を
次のように補充する。まず、送出し国側の y m については、その国が経済発展がなかなか進ま
ずむしろ遅いままの発展途上国であるものと想定しているので、その値は十分に低い水準で常













　（3.4）　　c = c（y）, y = f（k, m）－ w mm , 1>dc/dy>0.





　（3.5）　　y = ∂ f/ ∂ k･k+w 0 .
　したがって、当該の国際経済システムは、付随する諸条件を伴う（2.1）と（3.1）を主な構
成として、これらに（3.2）と（3.3）を加えて構築されることになる。それゆえ、当該の国際








は第 2 行に、k を第一の主変数としてこれについてのものを第 1 列に、m を第二の主変数とし




　（3.6）　　J 11= ∂ f/ ∂ k － m ∂ wm/ ∂ k －∂ c/ ∂ k －ν ,
　（3.7）　　J12= ∂ f/ ∂ m － m ∂ wm/ ∂ m － wm －∂ c/ ∂ m ,
　（3.8）　　J21= ∂μ / ∂ k+ ∂μ / ∂ f･ ∂ f/ ∂ k ,
　（3.9）　　J22= ∂μ / ∂ m+ ∂μ / ∂ f･ ∂ f/ ∂ m.
　ここで、（3.2）と（3.3）と（3.4）ないし（3.5）のそれぞれの微係数について次のことが確
認できる。
　（3.10）　　∂ wm/ ∂ k =（－∂
2f/ ∂ k 2･k －∂ w/ ∂ k）/m =（－∂ 2f/ ∂ k 2･k）/m >0 ,
　（3.11）　　∂ wm/ ∂ m=｛（∂ f/ ∂ m －∂
2f/ ∂ m ∂ k･k －∂ w/ ∂ m）－ wm｝/m
　　　　　　　　　　 =｛（∂ f/ ∂ m －∂ 2f/ ∂ m ∂ k･k）－ w m｝/m ,
　（3.12）　　∂ c/ ∂ k　= dc/dy（∂ 2f/ ∂ k 2･k+ ∂ f/ ∂ k+ ∂ w/ ∂ k）
　　　　　　　　　　 = dc/dy（∂ 2f/ ∂ k 2･k+ ∂ f/ ∂ k）>0 ,
　（3.13）　　∂ c/ ∂ m = dc/dy（∂ 2f/ ∂ m ∂ k･k+ ∂ w/ ∂ m）
　　　　　　　　　　 = dc/dy･ ∂ 2f/ ∂ m ∂ k･k .
　これらのことを考慮すれば、当該のヤコビ行列の諸成分（J 11 , J 12 , J 21 , J 22）は次のようにな
る。
　（3.14）　　J 11=（1 － dc/dy）（∂ f/ ∂ k+ ∂
2f/ ∂ k 2･k）－ν ,
　（3.15）　　J 12=（1 － dc/dy）･ ∂
2f/ ∂ m ∂ k･k,
　（3.16）　　J 21= ∂μ / ∂ k+ ∂μ / ∂ f･ ∂ f/ ∂ k,
　（3.17）　　J 22= ∂μ / ∂ m+ ∂μ / ∂ f･ ∂ f/ ∂ m.
　次に、これらの諸成分の符号を検討する。（3.14）の J 11 については、1 部門経済成長モデル
の場合と同様に動学的均衡点の近傍でも限界生産性は逓減するので、その符号は負であると考
えられる。（3.15）の J 12 の符号は、平均消費の限界消費性向が 1 より小さいという仮定から、
明らかに∂ 2f/ ∂ m ∂ k の符号次第で確定する。（3.16）の J 21 の符号は、限界生産力逓減などの
諸想定から明らかに正符合となる。（3.17）の J 22 については、諸仮定からそれぞれの項の符合
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速に上昇または低下して、受入国内での経済的評価も敏感に変動するので、∂μ / ∂ m の絶対
値は大きくなると考えられるが、同時に移民に対する受入国内の偏向的な低賃金率の下でも、
m の水準がかなり小さい場合にはその限界生産力が十分に高いと考えられるので、この場合に
は、｜∂μ / ∂ m ｜ < ｜∂μ / ∂ f･ ∂ f/ ∂ m ｜　となる可能性が高いだろうから、こうした
移民受入れの初期段階にあるいわば導入期には J 22 の符号は正となる可能性が高いだろう。他
方、同様の場合でも、m の水準がかなり大きい場合には、その希少性と経済的評価が敏感に反
応し急減速効果を持つ傾向があると考えられ、しかもその限界生産力が低落すると考えられる
ので、このような移民受入れの後期段階にあるいわば成熟期の場合には、｜∂μ / ∂ m ｜ > ｜
∂μ / ∂ f･ ∂ f/ ∂ m ｜　となり J 22 の符号は負となる可能性が高いだろう。
　反対に、m の水準が極端なものでなく、それほど小さくなくまたは大きくもない場合には、
その希少性の程度が急速に上昇または低下せず、受入国内での経済的評価も鈍感に調整するの
で、∂μ / ∂ m の絶対値は小さくなり、同時に移民に対する受入国内の偏向的な低賃金率の下
でもその限界生産力が十分に大きいと考えられるので、このような移民受入れに過不足ない釣
り合いの取れた中程度の段階にあるいわば成長期の場合には、｜∂μ / ∂ m ｜ < ｜∂μ / ∂ f･
∂ f/ ∂ m ｜　となり J 22 の符号は正となる可能性が高いだろう。
　送出し国内の教育水準や規律等の社会性が極端に低いならば、したがって m の未熟練度が際
立っていて、十分に労働スキルが低質ならば、∂ f/ ∂ m の絶対値はかなり小さくなるので、こ
の場合 J 22 は明らかに負符号をとる可能性が高い。あるいは、m の未熟練度がずいぶんなもの




さくても、先進国ではよくあるように技術進歩率ν L が非常に高ければ、この場合 J 22 が正符







　補題 1　連立常微分方程式体系（2.1）と（3.1）の動学的均衡点近傍でのヤコビ行列 J 2.1&3 . 1 に
ついて、それを構成する諸成分（J 11 , J 12 , J 21 , J 22）が付随する諸仮定と（3.2）、（3.3）、（3.4）、
（3.5）等の仮定に従うと想定する。このとき、その行列 J 2.1&3 . 1 のトレースの符号は、もしも移
民導入期（に存在する）ならば正符合になる可能性が高く（J 22 に比べ J 11 の絶対値がかなり小
さくなる）、あるいはもしも移民成長期ならば正符合になるが（J 22 に比べ J 11 の絶対値が小さ
くなる）、それともそれがもしも移民成熟期ならば負符合になる（J 22 に比べ J 11 の絶対値が大
きくなる）。また、そのとき、移民の限界生産力∂ f/ ∂ m や∂μ / ∂ f が比較的にかなり低い
ならば（J 22 が負値をとるだろうから）、または∂μ / ∂ m の絶対値が比較的に高いか、あるい
は、技術進歩率等がかなり高くしたがってνが比較的にかなり高ければ（J 22 に比べ J 11 の絶
対値が大きくなるだろうから）、その行列 J 2.1&3 . 1 のトレースの符号は、負になる可能性が高い。
■
　補題 2　上記のヤコビ行列 J 2.1&3 . 1 について、諸成分（J 11 , J 12 , J 21 , J 22）が付随する諸仮定と
（3.2）、（3.3）、（3.4）、（3.5）等の仮定に従うと想定する。このとき、もしも∂ 2f/ ∂ m ∂ k<0 な
らば、しかも、移民成熟期にあるか、あるいは、移民限界生産力∂ f/ ∂ m や∂μ / ∂ f が比較
的にかなり低いか、または∂μ / ∂ m の絶対値が比較的に高いか、あるいは∂ 2f/ ∂ m ∂ k<0
かつ｜∂ 2f/ ∂ m ∂ k ｜が比較的にかなり大きいときに技術進歩率等がかなり高くしたがって
νが比較的にかなり高ければ、その行列 J 2.1&3 . 1 の行列式の符号は、正値となる可能性が高い。
■








　命題 1　上記のヤコビ行列 J 2.1&3 . 1 について、諸成分（J 11 , J 12 , J 21 , J 22）が付随する諸仮定と
（3.2）、（3.3）、（3.4）、（3.5）等の仮定に従うと想定する。このとき、その動学的均衡点は少な
くとも局所的に一義的に存在する。またこのとき、もしも∂ 2f/ ∂ m ∂ k<0 または（たとえ
∂ 2f/ ∂ m ∂ k>0 でも）｜∂ 2f/ ∂ m ∂ k ｜が十分に小さいならば、しかも、十分な程度の移民
成熟期にあるか、それとも移民限界生産力∂ f/ ∂ m や∂μ / ∂ f が十分に低いか、あるいは∂
μ / ∂ m の絶対値が十分に高いならば、その動学的均衡点は漸近安定となる。■（なお、∂ 2f/
∂ m ∂ k<0 かつ｜∂ 2f/ ∂ m ∂ k ｜や∂μ / ∂ k が十分に大きいならば、例えば J 22>0 のときで
も技術進歩率等のνが十分に高くて、そのトレースが負値になる場合ならば、その動学的均衡
点が漸近安定となる。）
　当該の国際経済システムが動学的な 2 変数システムであることから、命題 1 の諸条件は、当
該のシステムのヤコビ行列のトレースが負値であり、また、J 12 とJ 21 のいずれかがゼロでなく、
その行列式が正値をとることなどから、2 変数微分方程式システムについてのオレッチの定理
（和田［1989,pp.44 － 50］）の条件を充たすので、その漸近安定性が明らかに成立する。









た、それとも定義域で一様に、移民限界生産力∂ f/ ∂ m や∂μ / ∂ f が十分に低いか高いか、





　命題 1 の諸条件で、∂ f/ ∂ m が十分に低いとか、または∂μ / ∂ m の絶対値が十分に高いと
か、あるいは技術進歩率等のνが十分に高いなどといった仮定は、実際的考えてみるとなかな
か難しいだろう。また、2 次の微分項∂ 2f/ ∂ m ∂ k の符合も、移民の投入増大は資本の限界生
産力を低下させるという∂ 2f/ ∂ m ∂ k<0 の想定の現実的な可能性は実際的に考えるのはなか
なか難しく、むしろ反対の想定∂ 2f/ ∂ m ∂ k>0 の方が実際的な状況に近いのではないかと考
えられる。
　さらに、その命題 2 も考え合わせれば、当該の動学的な国際経済システムの不安定な軌道の
可能性がむしろ高くなる。実際、∂ 2f/ ∂ m ∂ k<0 の想定の下でも、上の命題 1 で他の微係数
条件を反対にすれば、動学的な不安定性は次のように導くことが出来る。
　命題 3　上記のヤコビ行列 J 2.1&3 . 1 について、諸成分（J 11 , J 12 , J 21 , J 22）が付随する諸仮定と
（3.2）、（3.3）、（3.4）、（3.5）等の仮定に従うと想定する。このとき、その動学的均衡点は少な
くとも局所的に一義的に存在する。またこのとき、もしも∂ 2 f/ ∂ m ∂ k<0 かつ｜∂ 2f/ ∂ m ∂
k ｜が十分に大きいならば、しかも、十分な程度の移民導入期かそれとも移民成長期にあるか、
または移民限界生産力∂ f/ ∂ m や∂μ / ∂ f が十分に高いか、あるいは∂μ / ∂ m の絶対値が
十分に低いならば、その動学的均衡点は（局所的に）不安定となる。■





∂ 2f/ ∂ m ∂ k>0 の場合で行えば、補題 1、2 や命題 2 の理解に基づき、その特性方程式の固有
値がゼロでない実部を持つ実数になるとしても、これらが互いに異符号となればその動学的均
衡点は鞍点となるから、次の命題も得られる。











　命題 1 と命題 3 は、どちらも、微係数について十分に高いあるいは低い水準を要求するとい
う互いに反対の極端な条件に依存する結果であり、それらの結果的な主張も安定または不安定
と全く正反対の内容となっている。また、それらは、実際的な可能性としては比較的に低いの
ではないかと考えられる∂ 2f/ ∂ m ∂ k<0 という仮定を共に採用しているだけでなく、かつ｜
∂ 2f/ ∂ m ∂ k ｜の値が比較的に大小の水準となることも仮定されているがこれもやはり実際
的には難しいかもしれない。仮に∂ 2f/ ∂ m ∂ k<0 かつ｜∂ 2f/ ∂ m ∂ k ｜等に関する仮定が充











たは不安定なもののいずれかと考えられる。このことは、∂ 2f/ ∂ m ∂ k に関する仮定から独
立なあるいは中立な主張であり、∂ 2f/ ∂ m ∂ k やこの絶対値の大きさに関する仮定がどのよ
うなものであれ、この仮定に拘らずに成立する主張である。
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Immigrant Labor Force and Stability of Economic Growth
   This paper is a study about what influence of immigrant labor 
force from a developing country is there upon the dynamic stability 
of the economic growth of their host country which is assumed to 
be an advanced country.
   Their immigration is supposed to be a kind of short term 
international migration, which means that they will go back to their 
home country in the future in the long-run. The study of the paper 
is concentrated on the dynamic relation between the economic 
growth of the host county and the dynamic international mobility of 
the immigrant labor from their home country to their host country, 
apart from the economic growth of their home country which is 
ignored quite over the study.
   The dynamic model used in this paper is a simple two differential 
equation system of a neo-classical economic growth model of the 
host country with the immigrant labor and a dynamic equation of its 
international mobility, where the equation system is merely ad hoc 
equations. Results of the analysis are derived as some propositions 
of the dynamic stability of the model with partially different types 
of assumptions.
   The most important results are Proposition 2 and Proposition 
4 with relatively actual type of assumptions. The former has the 
assertion that there is no closed trajectory for the dynamic system, 
and the later insists that there are saddle-point trajectories for it. 
These results are remarked shapely in the lump as that it is more 
possible actually relatively for the dynamic system to be instable. 
Therefore, it is understood that immigrant labor force can make 
the economic growth of an advanced county as a host country to be 
dynamically instable with more actual supposition.
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